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経済財政運営と改革の基本方針2015（抜粋） 
 

第３章 「経済・財政一体改革」の取組－「経済・財政再生計画」 

 

４． 歳出改革等の考え方・アプローチ 

  

［Ⅰ］公的サービスの産業化 

 民間の知恵・資金等を有効活用し、公共サービスの効率化、質の向上を実現するととも

に、企業やＮＰＯ等が国、地方自治体等と連携しつつ公的サービスへの参画を飛躍的に進

める。また、これまで十分に活用されていない公的ストック（社会資本、土地、情報等）

を有効に活用する。さらに、規制改革や公共サービス・公共データの見える化等により、

新たな民間サービスの創出を促進する。 

 

（多様な行政事務の外部委託、包括的民間委託等の推進） 

・ 外部委託等が進んでいない分野のうち、市町村等で今も取組が遅れている分野を中心に

適正な外部委託を加速する。さらに、これまで取組が進んでいない、窓口業務などの専門

性は高いが定型的な業務について、官民が協力して、大胆に適正な外部委託を拡大する。 

 

［Ⅱ］インセンティブ改革 

公共サービスの無駄をなくし、質を改善していくためには、国民一人ひとり、企業、自

治体等の意識や行動の変化を促す仕組みを構築し、全ての国民が参加する形で改革を進め

る必要があるにもかかわらず、これまでの行財政の仕組みは以下のような課題があった。 

 

（頑張る者を支える仕組みへのシフト、ニーズに適合した選択肢の提供） 

・ 各府省庁の補助金等について重複や縦割りの弊害を排除し、一体となって地方創生に向

けた取組を促す観点から、整理・縮減等を含め改革を行う。 

・ 関係府省庁が統一的な方針の下、連携して必要な財源を確保し、先駆的事業、優良事業

を中心に、地方創生の取組を効果的かつ効率的に支援する新型交付金を創設する。 

・ 地方自治体が自ら行政の無駄をなくし、創意工夫を行うインセンティブを強化すること

で、財政健全化の取組や地方創生に向けた取組を従来以上に支援する仕組みとする。こう

したことを踏まえ、地域経済の再生など頑張る地方の取組を支援する仕組みの強化、民間

活力の活用による効率化等の観点から地方交付税をはじめとした地方財政制度の改革を

進める。 

 

（トップランナー方式等を活用し、個人、企業、自治体等の意識と行動の変化を促進） 

・ 自治体については、自治体間での行政コスト比較を通じて行政効率を見える化し、自治

体の行財政改革を促すとともに、例えば歳出効率化に向けた取組で他団体のモデルとなる

ようなものにより、先進的な自治体が達成した経費水準の内容を、計画期間内に地方交付
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税の単位費用の積算に反映し（トップランナー方式）、自治体全体の取組を加速する。集中

改革期間において、早急に制度の詳細を具体化し、導入時期を明確に示すとともに自治体

に準備を促す。 

・ 優遇措置を講じる場合には、原則として時限を区切った対応とする。 

 

（質の高いサービスを効率的に提供する優良事例を2020年度までに全国展開） 

・ ＢＰＲ（Business Process Reengineering）等を通じて公共サービス業務の改善の優良

事例を官民の協力で創出する。定量的な目標の下に進捗管理を行いながら、優良事例に関

する情報開示を進め、全国展開を促す。 

 

［Ⅲ］公共サービスのイノベーション 

行政に対する定量的な評価、評価に基づく業務の効率化に係る取組が十分でなく、それ

らに関する情報開示も遅れていることを踏まえ、「公共サービスの徹底した見える化（現

状、コストと政策効果）」、見える化された情報を用いた「エビデンスに基づくＰＤＣＡの

徹底」、「マイナンバー制度の活用やＩＴを活用した業務の簡素化・標準化」を３本柱とし

て、重点的に取り組む。こうした取組により、行財政改革の遅れている国の機関、自治体

等の取組を促すとともに、企業等による新サービスの創出を促進する。 

 

（公共サービスの現状、コスト、政策効果等に関する徹底した見える化） 

・ 現状では、データ情報の形式の制約等から行政コスト等について予算・決算ベースでの

横断的分析や時系列分析を行うことが困難なものもある。各府省庁、各自治体の行政経費

やストック情報等を比較できるよう、誰もが活用できる形での情報開示を集中改革期間内

に抜本的に拡充する。 

 

（エビデンスに基づくＰＤＣＡの徹底） 

・ 上記の徹底した見える化によって明らかにされる情報等に基づき、各府省庁は行政事業

レビュー等において、歳出改革の効果に関する評価をはじめ、各事業の厳格な評価を行う

とともに、その結果を公表する。さらに、評価の翌年度予算の要求に際しては、評価結果

をどのように反映したか整理し公表する。 

 

（公共サービスに関わる業務の簡素化・標準化） 

・ 国はガイドラインを示すとともに、地方自治体にも計画的な取組を促し、国・地方自治

体、民間企業等が協力し、計画期間中にＩＴを活用した業務の簡素化・標準化を推進する。

ＩＴを活用した公共サービスの業務改革及び政府情報システムのクラウド化・統廃合等に

より、政府情報システムの運用コストの３割減を目指す。 

・ 地方創生ＩＴ利活用推進会議等の取組を通じて、地方創生に資するＩＴ利活用を強力に

推進する。 

・ マイナンバー制度を有効活用し、質の高い公共サービスを効率的に提供する優良事例を

全国に展開する。  
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５． 主要分野ごとの改革の基本方針と重要課題 

 

［３］地方行財政改革・分野横断的な取組等 

 

これまで地方においても様々な改革努力を行ってきたが、地方歳出の多くが法令により

義務付けられている経費や国の補助事業であることから、制度の見直しなど、国の歳出改

革を確実に実行していくことが地方の歳出改革にとっても不可欠である。一方で次世代に

持続可能な地方財政制度を引き渡していくため、人口減少等を踏まえ、国の取組と基調を

合わせた歳出改革を行う。 

その際、従来の仕組みを踏襲することへの危機意識を国・地方ともに共有し、「公的サー

ビスの産業化」、「インセンティブ改革」、「公共サービスのイノベーション」を内容とした

歳出改革・効率化と利用者のニーズを踏まえたサービス向上の両立に取り組む必要がある。

そのため、人口減少などの社会構造の変化を踏まえ、歳出増加を前提とせず、国・地方と

もに徹底的な抑制や債務の圧縮に取り組む必要がある。このため、限られた財政資源を効

率的に活用するよう制度や仕組みを転換し、また、公共サービスに関する情報の「見える

化」を図りながらエビデンスに基づくＰＤＣＡを徹底する。さらに、引き続き赤字国債に

よるファイナンスが必要となるが、赤字国債発行の仕組みも「経済・財政一体改革」の推

進を促すものとする必要がある。 

 

（時間軸） 

地方自治体の歳出改革・効率化の取組の加速のための仕組み構築や官民連携による優良

事例の創出・全国展開など主要な改革については、2018年度（平成30年度）までの集中

改革期間中に集中的に取組を進める。「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」に基づき、2021 年

度（平成33年度）までをめどに、国において政府情報システムのクラウド化と運用コスト

低減（３割減）を目指す。ストック情報（固定資産台帳を含む地方公会計、公共施設等総

合管理計画等）を集中改革期間内に整備し開示する。 

 

（地方行財政改革の基本的な考え方等） 

分野横断的な取組を進めるとともに、地域の活性化と頑張る地方を支援する仕組みの充

実、国と地方で基調を合わせた歳出改革・効率化、地方自治体の経営資源の有効活用を進

める。その際、財源保障機能を適切に働かせ、住民生活の安心・安全を確保することを前

提として、上記の観点から地方交付税制度の改革に取り組む。 

一方で、別枠加算や歳出特別枠といったリーマンショック後の歳入・歳出面の特別措置

について、経済再生に合わせ、危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていく。 

 

（地域の活性化と頑張る地方を支援する仕組み） 

地方自治体が自ら地域の活性化や歳出改革・効率化及び歳入改革などの行財政改革等に

創意工夫を行うインセンティブを強化するとともに、頑張る地方を従来以上に支援する仕

組みへシフトする観点から以下の取組を一体として行う。さらに、地方の税収増が見込ま
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れる中、「税制抜本改革法」1を踏まえ、地域間の税源の偏在を是正する方策を講ずるとと

もに、地方自治体が自主性を発揮できるよう課税自主権の拡充を図る。 

地域の活性化に向け、従来の国庫支出金等の在り方を見直すとともに、地方創生の取組

を効果的かつ効率的に支援するため関係府省庁が統一的な方針の下連携して必要な財源

を確保することにより新型交付金を創設・活用する。民間の大胆な活用による公的サービ

スの産業化、協働の取組を進める。また、頑張る地方を支援できるよう、地域の活性化、

歳出改革・効率化及び歳入改革などの行財政改革、人口減少対策等の取組の成果を一層反

映させる観点から計画期間中のできるだけ早期に地方交付税をはじめとした地方財政制

度の改革を行う。 

 

（国と地方を通じた歳出効率化・地方自治体の経営資源の有効活用） 

国が直接執行する歳出の効率化はもとより、地方の歳出効率化の妨げとなっている国の

法令や制度等の改革を進めるとともに、地方においても歳出改革・効率化に取り組む。 

具体的には、以下の取組を推進する。 

・ 社会保障、社会資本整備など国が法令や国庫支出金等で基本的枠組みを定めている分野

について、パフォーマンス指標を「見える化」し、関係法令等を見直す。それを踏まえ、

国庫支出金や地方交付税の配分等を見直す。また、ＢＰＲの手法を活用した業務改革モデ

ルプロジェクトの実施による官民協力した優良事例の創出と全国展開、公共サービスイノ

ベーションにおける優良事例の全国展開を加速する。 

・ 地方単独事業について、過度な給付拡大競争を抑制していくための制度改革2を進める。 

・ 地方独立行政法人を含む地方においても効率的で質の高いサービスを提供するため、民

間の大胆な活用の観点から市町村で取組が遅れている分野や窓口業務などの専門性は高

いが定型的な業務の適正な民間委託の取組の加速をはじめ、公共サービスの広域化、共助

社会づくりなど幅広い取組を自ら進める。その際、窓口業務のアウトソーシングなど汎用

性のある先進的な改革に取り組む市町村数を2020年度（平成32年度）までに倍増させる。 

・ 地方財政をめぐる厳しい状況を踏まえ、公営企業については、計画期間内に廃止・民営

化や広域的な連携等も含めた抜本的な改革の検討を更に進め、経営戦略の策定等を通じ、

経営基盤強化と財政マネジメントの向上を図る。また、第三セクターについても、「第三セ

クター等の経営健全化等に関する指針」を踏まえた取組を推進するとともに、優良事例の

全国展開を図る。地方交付税のセーフティーネット機能を維持しつつ、例えば歳出効率化

に向けた取組で他団体のモデルとなるようなものにより、先進的な自治体が達成した経費

水準の内容を基準財政需要額の算定に反映すること等によって、地方の歳出効率化を推進

する。 

・ 地方交付税制度の改革に合わせて、留保財源率については必要な見直しを検討する。 

・ 2018年度（平成30年度）までの集中改革期間に、自治体の行政コストやインフラの保

有・維持管理情報等（公共施設等総合管理計画の策定、地方公会計の整備、公営企業会計

                                            
1 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の

法律」（平成24年法律第68号） 
2 国が果たすべき役割の範囲を制度上明確にする際、地方自治の原則に十分配慮する。 
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の適用拡大、地方交付税の各自治体への配分の考え方・内訳の詳細・経年変化など）の「見

える化」を徹底して進め、誰もが活用できる形での情報開示を確実に実現する。また、業

務改革を推進するため、民間委託やクラウド化等の各地方自治体における取組状況を比較

可能な形で開示する。 

 

（ＩＴ化と業務改革） 

国・地方（独立行政法人を含む。）を通じた横断的な取組として、行政のＩＴ化に対する

国民の信頼が確保されるよう、徹底したサイバーセキュリティ対策を講じつつ、マイナン

バー制度の導入を突破口に更なるＩＴ化と業務改革を図る。国においては、オンラインサ

ービス改革、各府省庁の主要業務の効率化・省力化等の業務改革、政府情報システムのク

ラウド化・統廃合等に取り組む。また、政府情報システムの運用コスト低減を進める。地

方公共団体においても業務の簡素化・標準化、及びそれらと併せた自治体クラウドの積極

的展開など、業務改革の抜本的な取組を加速化し、行政コスト低減を図る。 

 

（行政改革への取組） 

公共サービスに関する情報を「見える化」し、エビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルを

抜本的に強化する。各府省庁は行政事業レビューにおいて、定量的な成果目標の設定を徹

底し、基金事業を含む各事業の一層厳格な自己点検を行う。行政改革推進会議においては

府省横断的・継続的な検証を推進する。国・地方の公務員人件費について、給与制度の総

合的見直し等を着実に進めることにより総額の増加を抑制していく。 

 


